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国立大学における修学支援新制度の活用状況

◆本制度により、国立大学では約４万人の学生が、修学支援
新制度を活用し、経済的理由により進学・修学を断念する
ことなく、学びを継続することができている。

◆全ての国立大学（大学院大学を除く８２大学）

１

修学支援新制度の支援者数

R２年度 約２７万人

住民税非課税世帯の進学率
（推計値）

高等教育の修学支援新制度の在り方検討会議
（第1回）資料より 高等教育の修学支援新制度の在り方検討会議（第1回）資料、令和3年度学校基本調査結果より国大協作成
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大学運営に関わる機関要件を厳格
化することは、学生が学びたい大
学で、学びたいことを学ぶという
学びの自由度を制限することとな
るため、慎重な対応が必要。

「機関要件の見直し案」についての国大協の意見①

学生本人の選択の余地がな
いこと、学生本人の責に拠
らないことを要件とすべき
ではない。

機関要件の厳格化により、学生本人の責に拠らず支援の対
象外となる懸念。

総論

「意欲と能力のある学生・生徒が、経済的理由により進学
を断念することがないよう、安心して学ぶことができる環
境を整備する」という修学支援新制度の趣旨を踏まえると、
多くの学生を支援することが望ましい。

◆

◆

修学支援新制度「機関要件の見直し」において

２



総合知育成のための取組を実施している場合には、修学支援
新制度以外でインセンティブを与える等、「修学支援新制度
の枠組み＋α」として導入すべき。

「機関要件の見直し案」についての国大協の意見②
総合知育成のための取組（入試科目の見直し、入学後の文理横断型教育等）
を機関要件確認申請書類の必須記載事項とすることについて

各大学においては、教育理念や社
会の動き等も踏まえ、総合知育成
も含めた不断の教育改革を行って
おり、修学支援新制度における機
関要件とすることには馴染まない。

総合知育成も含めた教育上の取組を
「必ず取り組まなければならない必須の要件としない」のは大前提。

３

本制度上であえてＰＲせずとも、
各大学は、HP等において取組に
ついて公表や広報をしている。

必須の要件ではない取組につい
て、各大学に新たな負担をかけ、
本申請書に記載させる必要性。

資格取得とカリキュラムが密接
に関わる学部では、必修が多く
カリキュラムが過密になってい
ることを考慮すべき。



【参考】「機関要件の見直し案」についての国大協の意見③

経営要件の改正（収容定員充足率の要件を独立化、対象外となることを猶予
するための条件として進学・就職率を利用）について

「直近３年度全ての収容定員
充足率が８割未満」を独立さ
せることは、直接的に経営基
盤を示す経営要件※1に問題が
なくても、修学支援新制度の
対象外となる可能性がある。

収容定員充足率の要件の独立化

必ずしも定員充足率が８割
未満＝「大学の経営困難」
ではない。※2

※1 ①直前3年度全ての収支計算書の「経常収支差額」が
マイナス、②直前年度の貸借対照表の「運用資産－外
部負債」がマイナス

※2 寄附金が多い、附属学校からの収入が多い等の理由で
財務基盤が安定している等

●

●

進学・就職率の利用

卒業生の進学・就職率は大学の経
営状態を直接的に反映しているも
のではない。

景気変動等により採用数が減少す
れば、学生本人や大学の努力に関
わらず、就職率は低下する。

分野特性への配慮も必要。

ジョブ型採用・通年採用、リカレ
ント教育の推進による社会人学生
の増加等の影響。

●

●

●

例：芸術系学部では多くの卒業生の進路が
「その他」に分類される等。

●

４



その他、修学支援新制度に関する国大協の意見

修学支援新制度は、本来、支援がなければ高等教育を受ける
ことができない学生の進学を後押しすることが目的。

学生を支援する（学生のための制度）という
本来の制度の趣旨、原点に立ち返ることが重要。 ５

本制度による支援者数等は向上し
ているが、これに留まることなく、
支援がないと進学できない全ての
学生が支援を受けられるような、
きめ細やかな制度構築が望ましい。

教育未来創造会議から提言のあっ
た、中間所得層への支援の拡大は
重要。今後、更なる支援範囲の拡
大を進めていただきたい。

本制度における所得要件等の見直
しの後押しとなるよう、きめ細や
かな効果の検証やその効果の積極
な情報発信が重要。

大学の経営困難から学生を保護
する、という観点からの機関要
件による効果については疑問。
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